
５. 産　業
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産業(中分類)別製造事業所数、従業者数及び
製造品出荷額の推移(従業者4人以上)

　　

4～
29人

30～
299人

300人
以上

4～
29人

30～
299人

300人
以上

166 136 28 2 4,818 7,520,345 159 130 27 2 4,965 9,998,474

21 13 8  － 701 1,403,530 21 13 8  － 700 1,507,098

1 1  －  － 6 　　　　Ⅹ 1 1  －  － 6 　　　　Ⅹ

9 9  －  － 145 76,465 9 9  －  － 142 218,821

2 2  －  － 38 　　　　Ⅹ 2 2  －  － 31 　　　　Ⅹ

3 3  －  － 36 27,411 3 3  －  － 38 32,433

8 7 1  － 119 250,551 6 5 1  － 109 262,015

4 4  －  － 17 8,280 3 3  －  － 14 7,300

3 3  －  － 35 174,325 3 3  －  － 35 160,493

2 2  －  － 25 　　　　Ⅹ 2 2  －  － 21 　　　　Ⅹ

16 13 3  － 327 610,382 17 14 3  － 335 524,301

6 5 1  － 182 286,591 6 5 1  － 213 344,922

 －  －  －  －  － 　　 －  －  －  －  －  － 　　 －

11 8 3  － 275 576,550 10 8 2  － 225 498,403

4 2 2  － 114 1,029,771 3 1 2  － 113 1,094,559

3 2 1  － 108 220,779 3 2 1  － 116 167,366

29 23 4 2 1,623 1,151,470 26 21 3 2 1,780 3,161,208

3 2 1  － 199 353,865 3 2 1  － 196 477,662

7 7  －  － 119 187,468 7 7  －  － 126 157,588

13 10 3  － 441 539,589 14 11 3  － 466 626,981

4 4  －  － 36 11,186 3 3  －  － 23 9,170

6 5 1  － 172 302,524 6 4 2  － 186 414,194

3 3  －  － 29 11,649 2 2  －  － 17 　　　　Ⅹ

5 5  －  － 32 13,744 5 5  －  － 29 17,255

3 3  －  － 39 86,174 4 4  －  － 44 84,353

 －  －  －  －  － 198,041

印　　　　　刷

パルプ・紙・加工品

従業
者数
(人)

製 造 品
出荷額等
（万円）

事業所数(件)

総数

従業者規模別
従業
者数
(人)

製 造 品
出荷額等
（万円）

繊　維　工　業

家 具 ･ 装 備 品

生　産　用　機　械

業　務　用　機　械

事業所数(件)

従業者規模別

総数

化　学　工　業

石　油 ・ 石　炭

プ ラ ス チ ッ ク

金　属　製　品

鉄　　鋼　　業

な め し 革 ･ 同 製 品

平 成 22 年

区　　分

平 成 21 年

情 報 通 信 機 械

木 材 ･ 木 製 品

総　　　　　数

食　　料　　品

飲料･たばこ･飼料

　　各年12月31日現在

秘　　匿　　欄

電子部品・デバイス

輸　送　用　機　械

そ の 他 の 製 造 業

電　気　機　械

ゴ　ム　製　品

非　鉄　金　属

は　ん　用　機　械

窯　業 ・ 土　石
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4～
9人

10～
299人

300人
以上

4～
29人

30～
299人

300人
以上

156 73 81 2 5,610 8,893,794 157 125 30 2 5,097 12,070,396

18 7 11  － 508 1,332,189 19 12 7  － 615 1,510,788

2 2  －  － 16 　　　　Ⅹ 1 1  －  － 8 　　　　Ⅹ

9 3 6  － 159 271,543 7 5 2  － 139 305,893

3 2 1  － 26 79,330 3 3  －  － 45 72,474

3 2 1  － 31 22,933 1 1  －  － 12 　　　　Ⅹ

6 2 4  － 124 236,187 6 4 2  － 124 265,609

3 3  －  － 13 6,029 3 3  －  － 39 33,432

3 2 1  － 38 74,283 3 3  －  － 37 139,059

2 1 1  － 63 　　　　Ⅹ 2 2  －  － 22 　　　　Ⅹ

13 5 8  － 397 409,617 14 12 2  － 260 388,655

2  － 2  － 194 　　　　Ⅹ 6 4 2  － 258 522,071

1 1  －  － 5 　　　　Ⅹ  －  －  －  －  －        －

13 3 10  － 256 525,032 13 10 3  － 273 568,423

4 2 2  － 111 878,286 5 4 1  － 126 1,104,389

4 2 2  － 132 226,841 4 3 1  － 124 218,826

29 14 13 2 2,417 2,307,988 27 20 5 2 1,880 5,096,869

5 3 2  － 206 504,684 4 3 1  － 194 187,627

6 2 4  － 99 234,847 9 9  －  － 152 209,096

11 4 7  － 504 682,541 12 9 3  － 478 717,670

4 4  －  － 23 18,405 2 2  －  － 18 　　　　Ⅹ

5 2 3  － 200 390,001 6 5 1  － 192 409,600

1 1  －  － 5 　　　　Ⅹ 2 2  －  － 17 　　　　Ⅹ

6 5 1  － 39 23,375 3 3  －  － 21 12,640

3 1 2  － 44 31,770 5 5  －  － 63 110,481

なめし革･同製品･毛皮

金　属　製　品

パルプ・紙・紙加工品

印刷・同関連業

ゴ　ム　製　品

非　鉄　金　属

総数

従業者規模別 従業
者数
(人)

区　　分

食　　料　　品

家 具 ･ 装 備 品

化　　　　　学

電子部品・デバイス

電　気　機　械

輸　送　用　機　械

鉄　　　　　鋼

石 油 ・ 石 炭 製 品

プラスチック製品

窯 業 ・ 土 石 製 品

は　ん　用　機　械

業　務　用　機　械

そ の 他 の 製 造 業

情 報 通 信 機 械

資料：(平成21年、22年、24年)茨城の工業
(平成23年)経済センサス－活動調査

　　平成24年2月1日現在

平 成 24 年

事業所数(件)

従業
者数
(人)

飲料･たばこ･飼料

繊　　　　　維

製 造 品
出荷額等
（万円）総数

従業者規模別

事業所数(件)

平成24年12月31日現在

生　産　用　機　械

木 材 ･ 木 製 品

平 成 23 年

総　　　　　数

製 造 品
出荷額等
（万円）
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(万円)

4～
29人

30～
299人

300人
以上

5,818 △ 4.8 4,333 1,352 133 266,106 4.8 1,109,774,366 5.3

250 0.0 206 41 3 6,823 11.0 14,230,496 26.6

424 △ 2.3 325 86 13 26,287 0.2 128,312,284 △ 6.5

173 △ 11.3 127 36 10 14,839 25.3 68,543,159 5.2

390 △ 6.0 299 83 8 16,962 8.6 58,324,238 19.0

151 △ 6.8 115 33 3 5,487 △ 0.5 20,286,665 6.8

190 △ 8.7 146 41 3 6,407 8.3 19,567,974 2.5

111 △ 9.8 71 36 4 6,533 16.2 22,041,163 26.5

157 0.6 125 30 2 5,097 △ 9.1 12,070,396 35.7

256 △ 6.6 174 77 5 12,101 △ 1.6 39,469,072 2.8

115 △ 6.5 101 14      - 2,236 0.9 4,223,091 △ 0.3

64 3.2 39 25      - 3,236 5.6 10,857,995 △ 3.5

146 △ 6.4 96 47 3 6,468 △ 7.5 22,558,763 △ 4.4

190 △ 8.2 140 48 2 6,356 2.4 14,366,086 △ 10.3

64 △ 5.9 46 15 3 6,872 △ 5.7 26,988,009 8.6

56 0.0 39 16 1 2,919 △ 11.5 8,147,555 △ 43.7

169 △ 8.6 121 43 5 8,313 △ 3.9 28,073,887 △ 3.5

224 6.7 164 43 17 20,628 5.2 95,780,252 0.9

78 △ 7.1 56 19 3 6,821 7.7 72,455,440 3.8

60 △ 4.8 45 14 1 2,020 41.9 5,551,109 36.0

69 △ 8.0 51 16 2 3,353 △ 4.9 24,690,350 △ 1.9

116 △ 9.4 87 27 2 4,262 △ 4.7 8,837,566 △ 0.6

78 2.6 62 15 1 2,215 19.7 4,319,133 8.3

333 △ 3.5 255 69 9 13,834 8.8 61,250,086 21.3

227 △ 6.2 179 43 5 7,921 4.2 27,712,068 14.2

150 3.4 113 35 2 4,626 5.9 13,697,999 18.6

96 △ 10.3 63 30 3 4,937 14.1 25,698,066 54.0

203 △ 12.1 176 26 1 4,417 3.6 11,066,685 52.8

193 △ 4.0 107 79 7 13,577 10.7 129,270,254 △ 1.3

114 △ 0.9 90 24      - 3,297 11.9 6,424,733 31.9

82 △ 5.7 72 9 1 1,639 1.2 4,897,189 9.3

80 △ 10.1 61 18 1 3,843 △ 24.1 25,153,581 15.1

133 0.8 90 38 5 6,816 15.6 16,793,654 8.2

77 △ 2.5 57 20      - 2,114 △ 1.5 6,198,126 △ 8.0

59 0.0 30 27 2 4,308 17.6 18,184,374 42.9

111 △ 14.0 86 25       - 2,840 △ 3.2 6,983,247 4.0

筑 西 市

潮 来 市

守 谷 市

常 陸 大 宮 市

那 珂 市

龍 ヶ 崎 市

下 妻 市

常 総 市

鹿 嶋 市

常 陸 太 田 市

北 茨 城 市

笠 間 市

取 手 市

牛 久 市

土 浦 市

古 河 市

石 岡 市

結 城 市

水 戸 市

日 立 市

前年度
増加率
(％)

小 美 玉 市

八 千 代 町

坂 東 市

稲 敷 市

かすみがうら市

桜 川 市

高 萩 市

神 栖 市

行 方 市

　県内各市･近隣町村の工業の状況(従業者4人以上)

事業所数(件) 従業者数(人) 製造品出荷額等

区　分 前年度
増加率
(％)

平成24年12月31日現在

茨 城 県

資料：平成24年工業統計調査報告書

五 霞 町

境 町

従業者規模別
総数

前年度
増加率
(％)

鉾 田 市

つくばみらい市

つ く ば 市

ひたちなか市
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事業所数 従業員数 年間販売額 売場面積

(件) (人) (万円) (㎡)

平成6年 767 3,624 16,205,130 60,731

  　9年 760 3,625 15,086,948 56,494

   11年 764 4,356 11,444,205 76,925

   14年 715 4,306 9,980,211 73,555

   16年 694 4,053 8,891,020 73,099

   19年 600 3,717 9,363,477 72,950

　※平成6～16年は、旧下妻市と旧千代川村を合算した数値。

平成19年(内訳)

事業所数 従業員数 年間販売額 売場面積

(件) (人) (万円) (㎡)

卸 売 業 計 115 606 4,312,137  －

各 種 商 品 卸 売 業 1 8 　　　　　　 Ⅹ  －

繊 維 品 卸 売 業
（衣服・身の回り品を除く）

3 9 38,363  －

衣服・身の回り品卸売業 3 14 35,170  －

農畜産物・水産物卸売業 26 129 1,203,520  －

食 料 ・ 飲 料 卸 売 業 14 75 221,702  －

建 築 材 料 卸 売 業 20 106 888,846  －

化 学 製 品 卸 売 業 6 27 173,866  －

鉱 物 ・ 金 属 材 料 卸 売 業 5 37 102,535  －

再 生 資 源 卸 売 業 4 11 7,600  －

一 般 機 械 器 具 卸 売 業 3 13 91,000  －

自 動 車 卸 売 業 8 55 339,579  －

電 気 機 械 器 具 卸 売 業 3 34 151,026  －

その他の機械器具卸売業 1 1 　　　　　　 Ⅹ  －

家具･建具･じゅう器等卸売業 2 5 　　　　　　 Ⅹ  －

医薬品・化粧品等卸売業 1 20 　　　　　　 Ⅹ  －

他に分類されない卸売業 15 62 790,645  －

区　　　分

　※平成6～11年は7月1日現在､平成14～19年は6月1日現在。

　　　　商業(小)分類別事業所数､従業者数､年間販売額及び売場面積

区　　　分

資料：茨城の商業
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事業所数 従業員数 年間販売額 売場面積

(件) (人) (万円) (㎡)

小 売 業 計 485 3,111 5,051,340 72,950

百貨店、総合スーパー 1 366 　　　　　　 Ⅹ　　　　　　 Ⅹ

その他の各種商品小売業
（従業者が常時50人未満）

1 29 　　　　　　 Ⅹ　　　　　　 Ⅹ

呉服・服地・寝具小売業 9 30 29,672 972

男 子 服 小 売 業 14 54 70,296 2,746

婦 人 ・ 子 供 服 小 売 業 30 116 144,676 4,724

靴 ・ 履 物 小 売 業 6 17 16,617 634

その他の織物・衣服・
身 の 回 り 品 小 売 業

13 39 74,039 1,202

各 種 食 料 品 小 売 業 13 216 758,730 7,751

酒 小 売 業 25 63 120,251 1,943

食 肉 小 売 業 7 24 17,848 227

鮮 魚 小 売 業 14 26 9,809 581

野 菜 ・ 果 物 小 売 業 9 15 15,743 613

菓 子 ・ パ ン 小 売 業 31 185 79,918 1,428

米 穀 類 小 売 業 4 9 7,363 122

その他の飲食料品小売業 71 622 611,290 6,691

自 動 車 小 売 業 39 236 563,032 1,735

自 転 車 小 売 業 4 7 1,518 340

家具・建具・畳小売業 17 42 53,932 2,923

機 械 器 具 小 売 業 22 63 140,240 2,462

その他のじゅう器小売業 4 17 21,147 313

医薬品・化粧品小売業 33 247 382,841 6,101

農 耕 用 品 小 売 業 12 50 96,012 343

燃 料 小 売 業 36 207 597,174 507

書 籍 ・ 文 房 具 小 売 業 11 137 100,758 933

ス ポ ー ツ 用 品 ・ 玩 具
娯楽用品・楽器小売業

16 99 159,860 4,543

写真機・写真材料小売業 1 7 　　　　　　 Ⅹ　　　　　　 Ⅹ

時計・眼鏡・光学機械
小 売 業

9 29 28,910 729

他に分類されないもの 33 159 257,392 8,367

区　　　分

資料：茨城の商業

（平成19年商業統計調査結果報告）

－６０－



　　　　 県内各市･近隣町村の商業の状況

事業所数 従業員数 年間販売額 売場面積

(件) (人) (万円) (㎡)

茨 城 県 31,248 214,725 686,983,748 3,862,743

水 戸 市 3,529 30,834 152,014,124 457,897

日 立 市 1,989 13,231 38,935,156 233,932

土 浦 市 1,802 13,862 57,427,291 193,807

古 河 市 1,641 10,963 27,135,619 190,503

石 岡 市 877 5,304 11,905,342 103,776

結 城 市 642 4,347 11,703,803 81,860

龍 ヶ 崎 市 660 5,797 11,518,191 130,625

下 妻 市 600 3,717 9,363,477 72,950

常 総 市 872 4,735 11,644,936 91,971

常 陸 太 田 市 590 2,991 5,100,281 44,126

高 萩 市 389 2,435 3,688,217 55,919

北 茨 城 市 493 2,736 4,432,927 48,616

笠 間 市 987 5,489 11,097,122 109,957

取 手 市 914 6,232 16,313,672 121,743

牛 久 市 605 5,144 10,411,362 112,563

つ く ば 市 1,822 14,292 77,781,208 248,818

ひ た ち な か 市 1,534 11,614 35,890,921 230,697

鹿 嶋 市 614 4,418 13,171,988 82,519

潮 市 367 2,142 3,990,617 48,203

守 谷 市 399 3,725 7,986,247 74,654

常 陸 大 宮 市 632 3,633 7,501,595 73,638

那 珂 市 508 3,446 7,651,240 61,125

筑 西 市 1,297 7,606 22,649,838 124,981

坂 東 市 607 3,312 7,703,006 62,419

桜 川 市 556 2,600 5,335,946 45,759

つ く ば み ら い 市 294 1,966 4,890,396 37,951

八 千 代 町 235 1,011 2,449,291 24,109

境 町 389 2,311 4,726,397 56,404

資料：平成19年商業統計調査結果

区　　　　　分

   平成19年6月1日現在
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4,453 6,244 6,687 6,836

4,453 6,244 6,687 6,836

0 0 0 0

0 0 0 0

26,746 44,055 46,942 59,251

0 0 31 37

19,925 36,946 35,832 46,149

6,821 7,109 11,078 13,066

104,428 105,054 106,546 107,759

2,434 2,314 2,185 2,264

16,536 17,182 18,137 18,364

5,172 5,049 6,527 6,157

26,098 26,777 26,278 26,564

8,782 8,788 9,257 9,741

2,346 2,337 790 800

24,878 24,454 24,143 25,587

16,771 16,669 17,607 16,561

1,412 1,484 1,623 1,720

135,627 155,353 160,175 173,846

1,268 1,573 1,896 2,103

806 774 820 991

   

運　  輸　  業

６． 総資本形成に係る消費税（控除）

政府サービス生産者

５．輸　  入　  税　　

対家計民間非営利サービス

情　報　通　信　業

１．第一次産業総数

産業別市内総生産

24年度

卸　売・小 売 業

農　　　　　業

林　　　　　業

水　  産　　業

区　　　　　　　分

174,958

平成21年度 22年度

136,088 156,152

23年度

161,251市内総生産（名目）（4＋5－6）

製　  造　  業

鉱　　　　　業

４．小　　　計（1＋2＋3）

３．第三次産業総数

２．第二次産業総数

建　  設　  業

電 気・ガ ス・水道業

サ　ー　ビ　ス　業

金　融・保　険　業

不　動　産　業

0%

20%

40%

60%

80%

100%

平成21 22 23 24

第三次産業

第二次産業

第一次三業

(年度)

産業別市内総生産とは・・・？

一年度間に市内の各経済活
動によって生み出された付加
価値を経済活動別に示したも
のである。
経済活動別分類は、生産主

体の分類で事業所を基本単位
として、産業、政府サービス
生産者、対家計民間非営利
サービス生産者に大別される。

資料：「市町村民経済計算」より抜粋

市内総生産の産業別構成比の推移
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40.2 7.1 2.2 4.0 4.1 3.9

40.2 7.1 2.2 4.0 4.1 3.9

－ － － 0.0 0.0 0.0

－ － － 0.0 0.0 0.0

64.7 6.6 26.2 28.2 29.1 33.9

－ － 16.3 0.0 0.0 0.0

85.4 △ 3.0 28.8 23.7 22.2 26.4

4.2 55.8 17.9 4.6 6.9 7.5

0.6 1.4 1.1 67.3 66.1 61.6

△ 4.9 △ 5.6 3.6 1.5 1.4 1.3

3.9 5.6 1.3 11.0 11.2 10.5

△ 2.4 29.3 △ 5.7 3.2 4.0 3.5

2.6 △ 1.9 1.1 17.1 16.3 15.2

0.1 5.3 5.2 5.6 5.7 5.6

△ 0.4 △ 66.2 1.3 1.5 0.5 0.5

△ 1.7 △ 1.3 6.0 15.7 15.0 14.6

△ 0.6 5.6 △ 5.9 10.7 10.9 9.5

5.1 9.4 5.9 1.0 1.0 1.0

14.5 3.1 8.5 99.5 99.3 99.4

24.0 20.5 10.9 1.0 1.2 1.2

4.1 6.0 20.9 0.5 0.5 0.6

  資料：平成24年度市町村民経済計算

平成22年度

　　　(単位:百万円)

22年度

100.03.3 8.5 100.0 100.0

  資料：平成24年度市町村民経済計算

14.7

構　成　比(％)対 前 年 度 増 加 率(％)

23年度 24年度23年度 24年度

174,958

500,942

124,248

295,061

510,033

215,351

169,099

下
妻
市

古
河
市

桜
川
市

常
総
市

筑
西
市

坂
東
市

結
城
市

(百万円)

近隣市の市内総生産実数値

－６３－



　生産要素を提供した市の居住者(法人を含む)に帰属する所得として把握される。

これを機能面からみた場合には、各生産要素である土地・労働・資本などに分配

され、それぞれ地代・賃金・企業利潤などの所得を形成する。また、制度主体面

からみれば各制度主体に分配され、家計の財産所得・雇用報酬・個人企業所得・

民間法人企業所得等を形成する。

雇 用 者 報 酬 　現金及び現物の支給による賃金・俸給と、社会保障、民間年金等の雇用負担額

の総称である。

財　産　所　得 　ある経済主体が他の経済主体の所有する金融財産、土地及び著作権・特許権の

ような無形資産を使用する場合、それらの使用を起因として生ずる所得の実際の

移転と帰属計算による移転である。

企　業　所　得 　営業余剰に財産所得の受取りを加え、財産所得の支払

いを除いたものである。営業利益に受取利子などの営業外

収益を加え、支払利子などの営業外費用を除いたいわゆる

経営利益に相当する。

(単位:百万円)

平成20年度

5,947 5,856

100.0

構成比(％)

61.6

24年度

0.7

増加率(％)

10.2

2.4

△ 0.2

0.7

△ 0.4

0.3

区     分

対 家 計 民 間
非 営 利 団 体

家 計

市町村民所得

一 般 政 府

4.0

△ 1.5

5,123

△ 1,839

67

(1+2+3)

77,898

61

119,534

△ 1,669

6,493

67

△ 1,551

112,446

51

126,555

市 民 所 得　

2. 財 産 所 得

1.雇 用 者 報 酬

22年度 23年度21年度

118,873

81,252

4,457 4,458

77,894

4,892

125,655

78,066

5,087

76,412

△ 1,847

43,535

市民所得(分配)・・・

34.436,749

△ 1,464

3. 企 業 所 得 33,164 31,576

・・・

・・・

・・・

資料：平成24年度市町村民経済計算

6,888

46

42,503

5.5

0.0

6,911

資料：「市町村民経済計算」より抜粋
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就業者１人当たり市民所得

88.4

1.6

2,711 3,120

2,868

平成18年度

2,607

2,47521年度

3,085

1人当たり市民所得
（県＝100）

87.92,965

87.1

3,135

2,822

91.5

3,005

91.5

2,843

区   分 1人当たり市民所得

（千円） （千円）

下妻市の 茨城県の

（％）

19年度

資料：平成24年度市町村民経済計算

対前年度増加率

-3.8

-5.1

7.4

1.0

対県格差

86.9

2,684 3.1 3,018 88.9

24年度

23年度

22年度

6.2

2,657

20年度

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50
市内総生産

農業

鉱業

製造業

建設業

電気・ガス・水道業

卸売・小売業

金融・保険業

不動産業

運輸業

情報通信業

サービス業

政府サービス生産者

対家計民間非営利

サービス
下妻市

茨城県

資料：平成24年度市町村民経済計算

産業構造別の特徴
経済活動別総生産（名目）の特化係数グラフ（平成２４年度）

特化係数・・・市の経済活動ごとの構成比を県と比較し、県からみた相対的な
経済活動構成比の大きさを表す指標。

特化係数＝市の経済活動構成比÷県の経済活動構成比

資料：「市町村民経済計算」より抜粋
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消費者物価地域差指数とは・・・

商品・サービス分類別消費者物価地域差指数とは・・・

　 資料：「全国物価統計調査報告」より抜粋　

 平成19年11月21日現在(全国平均=100)

資料：平成19年全国物価統計調査

102.0 104.3

100.8 98.8

111.3 94.3

101.0 100.9非 耐 久 消 費 財 103.6

公 共 料 金 100.1 100.7 99.3

97.8 100.0

半 耐 久 消 費 財 114.7 85.3 112.4

財・サービス分類総合 108.5 96.3 100.6

95.6 102.0

教 養 娯 楽 105.5

諸 雑 費 105.3 94.5 101.0

97.4 97.9

94.6 96.3

94.5 96.3

99.0 101.9

教 育 112.5 91.4 89.0

交 通 ・ 通 信 107.4 96.3 99.8

101.2 101.7

被 服 及 び 履 物 117.8

保 健 医 療 100.6 101.6 103.0

81.9 119.9

104.8 116.7

100.5 100.3

122.4 76.2

家 具 ･ 家 事 用 品 104.8 97.4 87.6

102.3

光 熱 ･ 水 道 96.1 105.0 101.1

食 料

109.0 96.9

106.4 96.8

住 居 146.7 96.0 101.1

108.5 96.3 100.8

101.2 98.2

98.8100.6

  すべての品目を主として財であるかサービスであるかによって供給側の視点から組み
替えた分類により指数化したものである。

　世帯が購入する各種の商品及びサービスの価格を総合した物価の地域間の差を測定
するものである。すなわち、家計の消費構造を一定のもの（全国平均）に固定し、こ
れに要する費用が地域間でどの程度異なるかを指数値で示した加工統計である。

県 西 人 口
5万 未 満 市

総 合

消費者物価地域差指数

区      分 東 京 都 茨 城 県 水 戸 市 つ く ば 市

－６６－


